
2014年児童労働反対世界デー 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童労働反対世界デー 
 

社会的保護は人権であると同時に、社会経済的にも理に適っています。それによって、教育、医療、食

料にアクセス出来るようになり、児童労働撤廃に向けた取組みにおいて重要な役割を果たします。今年

の児童労働反対世界デーは、子どもたちを児童労働から抜け出させるための社会的保護の役割に焦

点を当てています。2013年、ブラジルで開催された第3回世界児童労働会議で、国際社会はブラジル

宣言を採択しました。そこでは、大人のためのディーセント・ワーク、すべての子どもに無償で質の高い義

務教育を、すべての人に社会的保護を提供する必要性が強調されています。これらの優先課題に合わ

せて、2014年の世界デーでは、以下のことを求めます。 

 

 ILOの社会的な保護の土台勧告（第202号）に沿って、社会的保護の導入、改善、拡充のた

めの行動を起こす。 

 子どもたちのニーズに配慮し、児童労働への取組みに役立つ国の社会保障制度を確立する。 

 特に脆弱な子どもに向けた社会的保護を充実させる。 

 

取組みを加速させる 
 

最新のILOの児童労働統計が2013年9月に発表されました。それによれば、児童労働者数が2000年の

時と比べ3分の１ほど減り、2億4600万人から1億6800万人に減少しています。危険有害な仕事をする

子どもの数は、8500万人で、2000年の1億7100万人から減少しました。多くの進展が2008年から2012

年の間に見られ、世界の児童労働者数が2億1500万から1億6800万人へと4700万人減少しました。危

険有害な仕事をする子どもの数は、1億1500万人から8500万人と、3000万人減少しました。このような

減少にもかかわらず、すべての児童労働を撤廃するための世界的な取組みの中で優先的課題とされて

いる、2016年までに最悪の形態の児童労働を撤廃する世界目標の実現は、不可能とされています。で

きるだけ早くその目標に達成する機会を得るために、私たちは実質的に取組みを強化し、勢いづける必

要があります。 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

取組みを加速させるためには、児童労働の根本的原因についての取組みが必要となります。そして、社

会的保護が、対策の重要な部分を占めることになります。社会的保護によって子どもたちや家族を守る

事で、すべての子どもたちに可能性を発揮する平等な機会が与えられ、健康で幸せで生産的な生活を

送ることが出来るようになります。 

 

社会的保護－ 子どもたちが仕事をしなくてよいようにするために 
 

貧困や精神的打撃は、子どもたちを働くことに向かわせる大きな原因となります。貧しい家庭では、生活

に必要な最低限のニーズを満たすため、そして不測の事態に対応するため、児童労働に頼らざるを得な

い傾向にあります。家族の収入を絶たれた結果もたらされる様々な打撃により、各家庭は似通った決断

に至るでしょう。たとえば、家族の中で大人が失業した場合の経済的打撃、重い病気や仕事上の怪我

など健康に関する打撃、干ばつ・洪水・不作など農業に関する打撃などにより、家計の収入は大きく減

少し、子どもが退学して仕事に就き、家計を助けることの原因となっています。 

社会的保護の目的は、貧しい家庭に支援の手を差し伸べ、様々な打撃を乗り切る手助けをすることで

す。児童労働撤廃に最も役立つ社会的保護制度は下記の通りです。 

 

 現金と現物給付のプログラム 

  条件付か否かにかかわらず、家計の所得の安定を促し、教育、医療へのアクセスを可能にします。児

 童労働の防止に役立ち、子どもたちの就学を促し、健康診断を受けることができるようになります。 

 職業紹介プログラム 

大人には道路、学校、医療施設の建設や改善のような仕事を紹介し、働くのは子どもではなく大人

となるよう支援します。 

 医療保険制度 

病気の治療や経済的支援を受けられるようにすることで、家族の誰かが病気になっても子どもたちを

働きに出すことを防ぐ事ができます。 

 妊産婦への給付 

妊娠中の女性、出産後の母親を保護し、新生児の世話をすることは、母子の健康状態の向上に非

常に大きな影響を与えます。年長の子どもが、母親が働けないために失った所得を取り戻すために働

かなくても良いようにします。 

 障害者や労働災害による怪我や病気の治療をする人への社会的保護 

各家庭の児童労働への依存を防ぎます。 

 高齢者の所得保障 

高齢者に年金を支給することで、家族全体の経済的安定に寄与することにより、若者の保護につな

がります。 

 失業手当 

大人は少なくとも所得の一部を保証され、失業した際に児童労働に頼る必要性を低くします。 

『私たちは、正しい方向に向かっています。ただ進展の速度が非常に遅い。もし近い将来児童労働

という惨劇を真剣に終わらせるつもりならば、私たちは活動のすべてにおいて取組みのレベルを強化す

る必要があります。1億 6800万の理由があるからです。』        

ガイ・ライダーILO事務局長 



このような制度は、互いを補完します。現金給付やその他サービスの提供は、うまく調整されるべきです。

児童労働に取り組む唯一の社会的保護政策というものはありません。よく策定された社会保障制度は、

国家のニーズに最適な形で見合うよう計画され、いくつか具体的な対応策を組み合わせるものとなるでし

ょう。 

 

たとえば庶民のための信用金庫などを通して行う適切な小額融資、小規模保険サービスのように、うまく

設計された社会的金融制度も、脆弱な家庭が確実に必要な金融サービスを受けられるようにすることで、

重要な補足的役割を果たすことになるでしょう。 

 

社会的保護の拡充による児童労働への取組み 
 

ILOは推計で50億人以上、世界人口の73％が適切な社会的保護を受けていないことを明らかにしまし

た。2012年、ILOは、基本的な社会的保護をすべての人に権利として与えるという世界的な合意を反映

して、各国内で社会的保護制度を確立させ、生涯で少なくとも基本的な健康保険と所得保障を確保

するよう求める新たな勧告（第202号）を採択しました。この勧告はすべての人が基本的な社会保障を受

けられるようにする各国の取組みの枠組みを示し、弾みをつけます。 

 

2013年の児童労働に関する世界報告は、家庭が子どもに児童労働を強いる経済的・社会的脆弱性

に焦点をあてて取り組むことの重要性について述べています。このことから、ILOの第202号勧告に従い、

社会的保護を拡充する重要性について強調し、優先事項を示しています。 

 

 どの社会的保護政策が児童労働の取組みに役立つか、またそれはどのような状況で、なぜ役

立つのか、さらなる情報の提示が今後の活動のために必要となります。 

 第202号勧告に従い、国内で社会的保護の土台を形成します。健康管理と所得保障を、教

育やその他の必要なサービスへのアクセスと組み合わせることで、児童労働を防止します。 

 生まれつき子どもに特有の、あるいは成長後の外的環境によって受けるかもしれない社会的不利益、

危険性、脆弱性を重要視し、子どもに配慮した社会保障制度を確保しなければなりません。 

 児童労働に与える影響を最大化するため、子どもに配慮し、とりわけ児童労働に配慮した社会的

保護政策を策定します。 

 社会的保護政策がとりわけ脆弱なグループである子どもたちに届くようにします。子どもには孤児、

HIV／AIDS感染者、移民の子ども、周縁化された少数民族や、先住民族の子どもたち、社会経

済的に疎外されたグループの子どもたちがを含まれます。 

 

政府は、国の社会的保護戦略を策定し、できるだけ多くの人に国の社会保障が行き渡るよう拡充するという

優先的責務がありますが、労使団体も果たすべく重要な役割があります。児童労働に関する国家政策の策

定、実施、経過の監視を労使が支援することで、その取り組みは、より効果的なものとなるでしょう。労働組

合と使用者団体は、団体交渉を通して、組合員やその家族に追加的な社会保障制度を提供することが、

児童労働のリスクに対する本質的な防護壁となる家計の安定につながります。インフォーマルからフォーマル経

済への移行をサポートすることは持続可能な社会保障の基礎を強化し、同時に児童労働のない職場を守り

ます。年金生活者、障害者、または特に健康関連団体の代表も、必要に応じて国の協議に参加すべきです。

どうすれば社会的保護が児童労働撤廃に貢献できるかについて、彼らが提示する問題点も直接的に役立つ

かもしれません。 

 



児童労働に反対する世界的な動きを強化する 
 

児童労働反対世界デーは、児童労働に取り組むための啓発と活動の促進をしています。世界デーへの支持

は年々高まっており、2014年6月12日には、政労使、NGO、市民社会、国際、地域機関、児童労働に反対

する世界的な運動をするすべての関係者からのより広いサポートを期待しています。  

 


